
荒川水系（東京ブロック）流域治水プロジェクト 国管理区間【位置図（詳細版）】１／２
～我が国の社会経済活動の中枢を担う東京都及び埼玉県を守る抜本的な治水対策の推進～

浸水範囲（昭和22年9洪水実績（カスリーン台風））
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ｾﾞﾛﾒｰﾄﾙ地帯堤防地震対策

高規格堤防整備

京成本線荒川橋梁架替

内水対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

※上図には危機管理対策等及び、流域における対策、ソフト対策は含まれていない。
※「直轄河川防御対象氾濫区域図」を基に浸水範囲を作成したものである。
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○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、荒川においても、事前防災対策を進め
る必要がある。荒川は、高密度に発展した首都圏を氾濫区域とし、下流部は、広大なゼロメートル地帯が広がっており、氾濫した場合の被
害は甚大となることを踏まえ、以下の取り組みを実施することで、国管理区間においては、戦後最大の昭和22年9月のカスリーン台風と同
規模の洪水を資産の集中する首都圏中枢部において安全に流下させ、流域における浸水被害の軽減を図る。

●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
国の対策内容 堤防整備、河道掘削、洪水調節施設（調節池、遊水地）整備 等

※ここでいう洪水とは河川から水があふれ氾濫することではなく、河川の水量が著
しく増加することをいう。

Ｒ３.３策定
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排水施設の整備
（東久留米市）

荒川水系（東京ブロック）流域治水プロジェクト 東京都管理区間【位置図（詳細版）】 ２／２
～我が国の社会経済活動の中枢を担う東京都及び埼玉県を守る抜本的な治水対策の推進～

越辺川
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荒川第一調節池
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※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

●被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
ハザードマップの改良、周知等
タイムラインの策定・運用
防災教育や防災知識の普及
排水計画作成及び訓練の実施
災害に備えた家庭内の食料備蓄の推進 等

避難施設等の整備、確保（清瀬市）

自然地の保全・グリーンインフラ整備
（清瀬市）

雨水管整備（清瀬市）

●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・東京都の対策内容 護岸整備、調節池整備、橋梁架替、河道拡幅、河道掘削 等

・下水道の雨水貯留施設・排水施設の整備【立川市内、武蔵野市内、三鷹市内、小平市内、東大和市内、 西東京市内、瑞穂町内】
・校庭貯留【墨田区内、渋谷区内、中野区内、杉並区内、豊島区内、北区内、練馬区内、立川市内】
・雨水貯留浸透施設の整備【千代田区内、中央区内、港区内、新宿区内、文京区内、台東区内、墨田区内、江東区内、渋谷区内、中野区内、杉並区内、北区内、荒川
区内、板橋区内、練馬区内、足立区内、葛飾区内、江戸川区内、立川市内、武蔵野市内、青梅市内、小金井市内、小平市内、東村山市内、東大和市内、清瀬市内、武
蔵村山市内、西東京市内】
・透水性舗装【千代田区内、中央区内、新宿区内、文京区内、台東区内、墨田区内、江東区内、渋谷区内、中野区内、杉並区内、豊島区内、北区内、荒川区内、板橋区
内、練馬区内、足立区内、葛飾区内、江戸川区内、立川市内、武蔵野市内、三鷹市内、小平市内、東大和市内、清瀬市内、東久留米市内、西東京市内】
・一定規模以上の開発行為に対する雨水貯留・浸透施設の設置義務づけ、指導【千代田区内、中央区内、港区内、新宿区内、文京区内、台東区内、墨田区内、渋谷区
内、中野区内、杉並区内、北区内、板橋区内、練馬区内、足立区内、葛飾区内、江戸川区内、立川市内、武蔵野市内、三鷹市内、青梅市内、小金井市内、小平市内、
東久留米市内、東村山市内、東大和市内、清瀬市内、武蔵村山市内、西東京市内、瑞穂町内】 ・自然地の保全【小平市内】
・グリーンインフラ整備（公園緑地の整備、施設の緑化等）【江東区内、中野区内、足立区内、小平市内】 ・流域対策に対する補助の実施【東京都内】※全域もしくは該当箇所

●被害対象を減少させるための対策
・高台まちづくりの推進
【墨田区内、江東区内、北区内、板橋区内、足立区内、葛飾
区内、江戸川区内】
・住宅高床化 【杉並区内】
・庁舎や防災拠点病院等の自衛水防の推進（耐水化、電気設
備の嵩上げ、止水板の設置）
【千代田区内、中央区内、港区内、文京区内、台東区内、墨
田区内、江東区内、杉並区内、北区内、荒川区内、板橋区内、
足立区内、葛飾区内、江戸川区内、足立区内、三鷹市内、清
瀬市内】
・避難施設等の整備、確保（避難路、避難所等）
【港区内、台東区内、墨田区内、江東区内、荒川区内、瑞穂
町内】
※全域もしくは該当箇所

整備後

整備前

護岸整備・河道拡幅による効果（⽯神井川）

凡例
下水道幹線等の整備
下水道ポンプ所等の整備
貯留施設の整備

※上図の対策は、代表事例を記載。

排水施設の整備
（東村山市）

堤防等の耐震対策

Ｒ３.３策定



荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

荒川下流河川事務所、東京都

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：荒川下流河川事務所】

『堤防整備』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

①堤防整備、護岸整備等 ※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

○荒川の河口から堀切橋までの区間において、高潮堤
防の断面形状に対して高さ又は幅が不足している区間
等について、嵩上げ又は拡幅を実施します。

取組内容の工夫点・課題・留意点

・河道掘削等により発生する土砂や他の機関からの建設
発生土を受け入れ、築堤等への有効活用等を図る等、
コスト縮減に努めます。

取組による効果
・高潮による浸水被害を防止する。

関係者（機関、団体、企業 等）
・江東区、江戸川区、葛飾区、他江戸川競艇場付近（船堀橋下流側）

（中川側護岸整備済み区間）

（整備イメージ）4.7km付近現況

【凡例】

対策箇所

完成堤防

中堤
（1.1k～3.0k、

4.3K～7.0K付近）

東砂地区
（0.5k～1.4k付近）



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：東京都】

『堤防等の耐震対策事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

①堤防整備、護岸整備等

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

東京都、荒川下流河川事務所

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

コンクリートの増厚

地盤改良

鉄筋の増設

堤防等の耐震対策

地盤改良の様子（隅田川）

「東部低地帯の河川施設整備計画（H24策定）

堤防の耐震対策イメージ

取組概要

○東日本大震災を踏まえ、将来にわたって考えられる最
大級の地震が発生した場合においても、各施設が機能
を保持し、津波等による浸水を防止することを目的に、津
波等により浸水する可能性がある範囲の堤防等を対象
に耐震対策を推進します。

取組内容の工夫点・課題・留意点

・東部低地帯にはおよそ３００万人の都民が生活しており、
ひとたび高潮や地震に襲われ、浸水が発生した場合に
は、甚大な被害が発生することが予想されます。

・現行計画に引き続く、次期計画を策定し、切れ目ない整
備を推進していきます。

・隅田川においては、沿川のまちづくりなどと一体的に、
スーパー堤防等の整備を進めています。

取組による効果

・最大級の地震が発生した場合においても、津波等によ
る浸水を防止します。

関係者（機関、団体、企業 等）



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：荒川下流河川事務所】

『河道掘削』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

②河道掘削

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

荒川下流河川事務所、東京都

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

○洪水を安全に流下させるために必要な箇所等におい
て、河道掘削を実施します。

○荒川下流部の掘削にあたっては、洪水時の水位や河
床変動等をモニタリングし、河川環境・維持管理も踏ま
え行います。

取組内容の工夫点・課題・留意点

・河床変動や動植物の生息・生育環境等に配慮
・発生土砂は、築堤等に有効活用

取組による効果
・洪水を安全に流下させる。

関係者（機関、団体、企業 等）
・墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区、他

浚渫の実施状況

浚渫全景

浚渫状況



■対策事例【荒川水系流域治水プロジェクト：荒川下流河川事務所】

『京成本線荒川橋梁架替事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

③橋梁架替

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

荒川下流河川事務所、東京都

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

○橋梁の高さが低いこと等により洪水の安全の流下の阻
害となっている橋梁の架替を行います。
○橋梁により、局所的に堤防が低く越水のおそれがある
区間については、暫定的な対策として、盛土等により高さ
を確保し、越水を防止します。

取組内容の工夫点・課題・留意点

・東武鉄道や都道、区道、首都高速などと交差しており、
これらを踏まえた仮設計画・施工計画等を検討していま
す。

・鉄道利用者の協力を得て、発生土を築堤工事に利用し
有効活用する等引き続き一層のコスト縮減を図ります。

取組による効果
・洪水を安全に流下させる。

関係者（機関、団体、企業 等）

・京成電鉄株式会社、東京都、墨田区、江東区、足立区、
葛飾区、江戸川区、他



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：東京都】

『調節池整備』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

④調節池整備

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

東京都

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

○護岸整備などの河道整備に加え、豪雨に対して大きな
効果を発揮する調節池の整備を行っています。

取組内容の工夫点・課題・留意点

・整備に当たっては、公園等の河川沿いの公共用地や道
路の地下空間等を活用し、事業効果の早期発現を図りま
す。

取組による効果
・洪水の一部を取水し、河道の水位を低下させます

・環状七号線地下広域調節池は、既存の神田川・環状七
号線地下調節池と白子川地下調節池を連結させる地下
トンネル式の調節池として整備しており、神田川、石神井
川、白子川など5河川で調節池容量を相互に融通するこ
とで、時間 100 ミリの局地的かつ短時間の集中豪雨にも
効果を発揮します。

関係者（機関、団体、企業 等）

◆環状七号線地下広域調節池

◆城北中央公園調節池（石神井川）

＜イメージ＞

＜イメージ＞

延⻑約5.4km
内径 12.5m
容量 681,000m3

容量 250,000m3

うち⼀期分90,000m3



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：荒川下流河川事務所】

『高規格堤防整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

⑤超過洪水対策

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

荒川下流河川事務所、東京都

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

○整備途上で施設能力以上の洪水が発生したり、また、計
画規模まで整備が進んでもそれを越える自然の外力が
発生し洪水氾濫した場合においても被害の最小化を図る
ため、既存施設の有効活用を含め、地域ごとに必要に応
じた対策を行います。

○高台まちづくりとの連携を図ります。

取組内容の工夫点・課題・留意点

・高規格堤防の整備にあたっては、まちづくり構想や都市
計画との調整を行い、調整状況を踏まえつつ順次事業を
行います。

・具体の地域における高台まちづくりの実践を進めるととも
に、これらの過程で新たに生じた課題等に対して速やか
に解決策を模索していきます。

取組による効果

・堤防の決壊を回避するとともに、氾濫時の貴重な避難場
所になります。

関係者（機関、団体、企業 等）
・東京都、区、開発事業者 他

高規格堤防整備イメージ

高規格堤防（新田地区）

足立区

令和２年２月撮影



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：東大和市】

『下水道雨水貯留施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(2)内水氾濫対策

①下水道の雨水貯留施設の整備

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

東大和市、東京都、武蔵野市、瑞穂町

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

流出抑制の取組として、東大和市立第四中学校校庭の
地下に雨水貯留施設を整備した。施設規模としては、約
5,500m3を貯留することができる。本取組については、条
例等の位置付けはない。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・雨水貯留施設清掃の維持管理費用が多くかかる。

取組による効果
・貯留量が約5,500ｍ3あるので河川等の氾濫を軽減する
ことができる。

関係者（機関、団体、企業 等）



■対策事例【荒川水系流域治水プロジェクト：東京都】

『下水道排水施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(2)内水氾濫対策

②下水道の排水施設の整備

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

東京都、立川市、武蔵野市、三鷹市、小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要
・幹線やポンプ所などの基幹施設や雨水貯留施設を整備
するとともに枝線を増径する再構築を実施

・急激な豪雨に対応する無注水形先行待機ポンプや、
停電時に対応する非常用発電設備の増強

取組内容の工夫点・課題・留意点
・浸水の危険性が高い地区や浸水被害の影響が大き
い大規模地下街などに重点化して施設整備を推進

・一部完成した施設を暫定的に貯留施設として稼働させ、
早期に整備効果を発揮

取組による効果
・対策実施に伴い浸水被害が減少
・なお、令和元年東日本台風では、和田弥生幹線など8箇
所の貯留施設が満水となり、これまで整備してきた施
設が浸水被害の軽減に効果を発揮（別紙参照）

関係者（機関、団体、企業 等）

千川増強幹線
（文京区千石、豊島区南大塚）

王子第二ポンプ所
（北区堀船、東十条）



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：東京都】

『下水道排水施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(2)内水氾濫対策

②下水道の排水施設の整備

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

東京都、立川市、武蔵野市、三鷹市、小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

谷端川１号幹線
（H13 貯留開始）
貯留量：32,000ｍ³

第二十二社幹線
（H3年 貯留開始）
貯留量：13,700ｍ³

東京駅八重洲口
（H22 貯留開始）
貯留量：3,000ｍ³

谷沢川雨水幹線
（H7 貯留開始）

貯留量：30,700ｍ³

大井水神公園雨水調整池
（H15 貯留開始）
貯留量：400ｍ³

鮫洲幹線
（H22 貯留開始）
貯留量：7,000ｍ³

堀船１号幹線
（H27 貯留開始）
貯留量：2,100ｍ³

凡 例

雨水貯留施設
雨水ポンプ施設

和田弥生幹線※
（H19 本貯留開始）
貯留量：150,000ｍ³

これまでの下水道整備とストック効果

0

500

1,000

1,500

378 

1,135 

58 
0 0 

477 

0 0 0 1 0 

満水になり貯留効果
を最大限に発揮

H１９年 本貯留開始
（150,000ｍ³ ）浸

水
棟
数

H９年 一部貯留開始
H１６年 貯留容量拡大（54,500ｍ³ ）

大きな浸水被害無し

※浸水実績は下水道局調べ

※和田弥生幹線流域における浸水発生状況の推移

H3.9.19 H5.8.27 H16.10.9 H16.10.20 H17.8.15 H17.9.4 H23.8.26 H25.7.23 H25.8.12 H30.8.27 R1.10.12

台風18号 台風11号 台風22号 台風23号 集中豪雨 集中豪雨 集中豪雨 集中豪雨 集中豪雨 集中豪雨 台風19号

時間最大雨量
ミリ/時 38 47 45 28 80 94 55 21 49 67 35

・雨水貯留施設：58か所
合計容量は約60万ｍ³ 
(25ｍプール2,000杯分)

・雨水ポンプ施設：70か所
合計排水能力は毎分約14万ｍ³
(１秒間で25ｍプール８杯分を
空にできる能力)

浸水被害軽減に大きく貢献

〈令和元年東日本台風時の稼働状況〉

〈施設の整備状況〉※令和２年度末現在

・雨水貯留施設全体の貯留率は約６割
(８か所の貯留施設＝図の が満水)

雨水貯留施設
の整備例

（和田弥生幹線）

ポンプ所の
整備例

（神谷ポンプ所）

＜別紙＞



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：北区】

『校庭貯留の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

①校庭貯留 ※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

○流出抑制の取組として、北区滝野川第二小学校等校
庭に雨水貯留施設を整備。滝野川第二小学校の施設
規模としては、367m3を貯留する。
本取組については、北区集中豪雨対策計画に関する
位置付けがある。

取組内容の工夫点・課題・留意点

・校庭貯留の整備の場合、学校の授業等に支障が出な
いよう配慮が必要

取組による効果

・校庭に一時的に雨水貯留を実施することにより、雨水流
出を抑制することが出来る。

関係者（機関、団体、企業 等）

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

北区、東京都、墨田区、渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、練馬区、立川市

堀船中学校

グラウンド舗装：3,520㎡
オリフィス桝：１か所

滝野川第二小学校



■対策事例【荒川水系流域治水プロジェクト：江東区】

『建物内の雨水貯留施設の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

②雨水貯留浸透施設の整備（建物内の雨水貯留施設、住宅等における各戸貯留）

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

江東区、東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、渋谷区、中野区、杉並区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区、
立川市、武蔵野市、青梅市、小金井市、小平市、東村山市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、西東京市

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

流出抑制の取組として、小中学校の新築・改築にともな
い建物地下ピットに雨水流出抑制槽を整備している。

本取組については、「江東区雨水流出抑制対策実施要
綱」に位置付けがある。
【雨水流出抑制槽を設けている学校数】
学校数： １０校
参考容量（第二亀戸小学校） ：３３８．２m3

取組内容の工夫点・課題・留意点
・建物地下ピットに雨水流出抑制槽を整備することに加え
て、芝生や植栽等の緑地を整備することにより雨水
流出の抑制を図っている。

取組による効果
・第二亀戸小学校の場合は、建物地下ピットの雨水流
出抑制槽で３３８．２m3の貯留に加えて、芝生や植栽等
で３５．１m3分の雨水流出抑制を図れた。

関係者（機関、団体、企業 等）

江東区立第二亀戸小学校 外観



■対策事例【荒川水系流域治水プロジェクト：武蔵野市】

『建物内の雨水貯留施設の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

②雨水貯留浸透施設の整備（建物内の雨水貯留施設、住宅等における各戸貯留） ※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要
流出抑制の取組として、市立小中学校の校庭下に雨水
貯留浸透施設の整備を進めている。施設規模として、400
～800㎥を貯留・浸透する。本取組については、武蔵野市
流域対策実施計画に位置付けがある。
【雨水貯留浸透施設を設けている学校数】
学校数： 13校
参考容量（第一中学校） ：600m3

取組内容の工夫点・課題・留意点

・校庭下への施設設置のため、夏休みを主とした施工に
するなど、授業等への支障を最小限とする配慮が必要

取組による効果
・下水道本管への雨水流出抑制

関係者（機関、団体、企業 等）

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

武蔵野市、東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、渋谷区、中野区、杉並区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、
江戸川区、立川市、青梅市、小金井市、小平市、東村山市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、西東京市

武蔵野市立第一中学校 雨水貯留施設施工状況



■対策事例【荒川水系流域治水プロジェクト：青梅市】

『住宅等の雨水貯留の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

②雨水貯留浸透施設の整備（建物内の雨水貯留施設、住宅等における各戸貯留）

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

青梅市、東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、
葛飾区、江戸川区、立川市、武蔵野市、小金井市、小平市、東村山市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、西東京市

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

・雨水浸透施設の設置を促進し、雨水流出抑制による治
水効果と雨水浸透による地下水の涵（かん）養等を図る

取組内容の工夫点・課題・留意点
・雨水浸透施設の計画雨水量は、時間降雨強度１０㎜程
度を処理するものとする。

取組による効果
・令和元年度末まで、2643基を設置、最大642ｔ/hの雨
水を浸透

関係者（機関、団体、企業 等）
・個人（土地・家屋所有者）

雨水浸透ます 整備イメージ



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：豊島区】

『透水性舗装整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

③透水性舗装

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

豊島区、東京都、千代田区、中央区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、渋谷区、中野区、杉並区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区、
立川市、武蔵野市、三鷹市、小平市、東大和市、清瀬市、東久留米市、西東京市

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要
・豊島区では、歩道については、透水性舗装（インタ
ーロッキング舗装）を行っています。

・本事業は、植栽等の見直しによる歩道の新設。段差解
消、視覚障害者誘導ブロック設置などバリアフリー化・
インターロッキング、景観照明による道路景観整備した
もの

取組内容の工夫点・課題・留意点
・区内道路は、都市計画道路を除くと歩車道分離がで
きるものが少ない。車道の透水性舗装箇所はあるも
のの、近年は実績がない。歩車分離が路線では、歩
道舗装を透水機能のあるもの検討し、実施している。

取組による効果
・歩車分離がない道路を改修し、車両と歩行者の通行
部分が明確とした。また、従前は、道路の水を全て下
水に排出していたが、透水機能のある歩道の整備（１２
７０㎡）により、負担の軽減をした。

関係者（機関、団体、企業 等）

• 豊島区南池袋2丁目先

透水性舗装 整備状況写真

透水性舗装 整備位置図



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：東京都】

『雨水貯留・浸透施設の設置義務づけ、指導の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

④一定規模以上の開発行為に対する雨水貯留・浸透施設の設置義務づけ、指導

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、渋谷区、中野区、杉並区、北区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区、立川市、
武蔵野市、三鷹市、青梅市、小金井市、小平市、東久留米市、東村山市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、西東京市、瑞穂町

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要
○東京都豪雨対策基本方針（改定）に基づき区市町村と連携し

、雨水流出抑制施設の設置を促進
【指導】
・公共施設や大規模民間開発などを対象として、一定規模の雨
水貯留浸透施設を設置することとしている

【補助】
・東京都豪雨対策基本方針（改定）において 浸水被害や降雨特
性などを踏まえ、甚大な浸水被害が発生している流域を対策
強化流域として選定し、流域対策を強化する

・雨水流出抑制施設の設置促進に向けて対策強化流域に掛か
る区市へ補助を実施している

取組内容の工夫点・課題・留意点
・民間施設向けの補助は、H30年度より補助率を引き上げ
・公共施設向けの補助は、R2年度より補助対象施設の規模要件
を撤廃

取組による効果
・河川、下水道への雨水の流入を抑制

関係者（機関、団体、企業 等）
東京都豪雨対策基本方針における対策強化流域



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：小平市】

『自然地保全の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

⑤自然地の保全

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

小平市、東京都、清瀬市

ビジュアルイメージ
（図表等）

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要
(市民協働による樹林地保全の取り組み)
小平市と市内のNPO団体等との協働により、市内の特別

緑地保全地区を中心とした樹林地において、下草刈りや
落ち葉掻きなど樹林地の自然環境の保全活動を実施し
ている。

取組内容の工夫点・課題・留意点

市民協働で実施することにより、市費負担の軽減や市民
の緑化意識の啓発を図っている。

取組による効果

雨水貯留機能を持つ自然地が適切に維持管理されるこ
とで、雨水流出抑制が図られる。

関係者（機関、団体、企業 等）
市内NPO団体、市民ボランティア、他



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：中野区】

『グリーンインフラ整備（公園緑地の整備、施設の緑化等）事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

⑥グリーンインフラ整備（公園緑地の整備、施設の緑化等）

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

中野区、東京都、足立区、江東区、立川市、小平市

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

中野区都市計画マスタープラン（平成２１年改定）にお
いて、「うるおいを生み出すグリーン・インフラ」の強化が
もとめられており、特に大規模公園をみどりの拠点として
位置づけている。このため、緑の少ない区の南部地域に
既存の緑を活かしながら芝生（草地）広場やボール遊び
のできる多目的運動広場などの施設を整備した大規模
公園を順次、供用開始している。

取組内容の工夫点・課題・留意点

各公園の用地特性や区民等から求められる課題を整
理し、公園の主要機能である防災、憩い、スポーツなどを
各公園で分担しながら整備している。

取組による効果
左図の公園は、「中野区みどりの保護と育成に関する条例」に基づき、

公園敷地面積の３０％以上の植栽地を確保するとともに、「中野区雨水
流出抑制施設設置指導要綱」に基づき、敷地面積に対して６㎥／１００㎡
以上の抑制対策量を有する雨水貯留・浸透施設を設置している。

関係者（機関、団体、企業 等）

神田川

本五ふれあい公園 本二東郷やすらぎ公園

広町みらい公園 南台いちょう公園

南台

弥生町

本町



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：西東京市】

『道路下の雨水貯留浸透施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

⑦道路下の雨水貯留浸透施設

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

西東京市、武蔵野市

西東京市芝久保町四丁目地内
雨水対策工事施工状況

ビジュアルイメージ
（図表等）

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

道路冠水をする地区の市道下に、雨水貯留浸透施設を
設置することにより、浸水被害の軽減を図る。

取組内容の工夫点・課題・留意点

既存集水桝の横に貯留浸透施設用の集水桝を設置し、
取付管の位置を雨水管の取付管位置より高い位置に設
置する。それにより通常の雨は雨水管で処理し、オー
バーフローした雨水を貯留浸透施設で処理するようにし
ている。

取組による効果
道路冠水による浸水被害の軽減

関係者（機関、団体、企業 等）



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：東京都】

『高台まちづくりの推進』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

①高台まちづくりの推進

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

東京都、荒川下流河川事務所、墨田区、江東区、北区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要（線的・面的につながった高台・建物群の創出）

・まちづくりを担う地方公共団体等と河川管理者が一体と
なって、まちづくりや避難に関する計画等を踏まえつつ、
高台まちづくりを推進
(具体的な取組方策）
・計画策定による誘導
・区画整理、公園、高規格堤防等の整備による高台づくり
・避難スペースを確保した建築物等の整備・確保
・建築物から浸水区域外へ移動を可能とする通路整備
・高台まちづくりの実践 等

取組内容の工夫点・課題・留意点

・具体の地域における高台まちづくりの実践を進めるとと
もに、これらの過程で新たに生じた課題等に対して速や
かに解決策を模索していく。

取組による効果

・施設では防ぎきれない大洪水等が発生し、大規模氾濫
が発生しても、命の安全・最低限の避難生活水準が確保
され、社会経済活動が一定程度継続することができる

関係者（機関、団体、企業 等）

高台まちづくりのイメージ

大規模水害時のイメージ



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：東京都】

『都市開発諸制度の活用による高台まちづくりの促進』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

②高台まちづくりの推進

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

東京都、墨田区、江東区、北区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区

【目的】

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

「災害に強い首都『東京』形成ビジョン」（令和2（2020）年12月）を踏まえ、
民間開発の機会を捉えた高台まちづくりの取組を促進

【取組内容】

公開空地の確保など公共的な貢献を行う建築計画に対して容積率を緩和
する都市開発諸制度について、東部低地帯における高台まちづくりに資
する開発区域内外の取組※１についても公共的な貢献として評価し、容積
率を緩和

（評価対象の例※２）
・水害時の一時避難施設の整備
・避難に資するデッキの整備
・高台公園の整備 など

【評価の対象とする地域】

江戸川、荒川、隅田川及び新河岸川に挟まれた地域

■取組の概要

※１ 具体的な内容は、区市町のマスタープラン等における市街地環境向上の観点からの位置付
けを踏まえ、地元自治体との協議のもと個々の開発計画ごとに開発事業者から示される。

※２ 評価は地元区との協議に基づく 対象地域



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：杉並区】

『住宅高床化の取組』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

②住宅高床化

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

杉並区

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

家屋の浸水被害の防止または軽減を図るため、住宅等
の高床化工事を行うものに対し工事費の一部を助成する。
本取組については、杉並区水害予防住宅高床化工事助
成金交付要綱に位置付けがある。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・用途地域による建築高さ制限から、高床化をすること
で居室部に制約が起きる。

・床下空間に通水口を設けることで遊水効果も発揮させ
る。

取組による効果
・浸水による被害が軽減される。

関係者（機関、団体、企業 等）

高床化工事の例



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：板橋区】

『止水板設置の取組』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

③庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進（耐水化、電気設備の嵩上げ、止水板の設置）

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

板橋区、千代田区、中央区、港区、文京区、台東区、墨田区、江東区、杉並区、北区、荒川区、足立区、江戸川区、三鷹市、清瀬市

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要
・建物の浸水被害の防止・軽減を図るため、出入口な
どへの止水板の設置及びこれに伴う関連工事を行う方
に、工事費用の一部を助成。

・根拠となる要綱：
東京都板橋区止水板設置工事助成交付要綱

取組内容の工夫点・課題・留意点
・区民の浸水被害に対する意識は高まっているが、止
水板の設置費用が高額なため、事業所や集合住宅
に比べ個人住宅への導入が比較的進んでいない。

取組による効果
・近年多発している都市型水害に対して、床上・床下・
地下室への浸水を軽減させる。

・区民自ら対策を講じるよう誘導できる。

関係者（機関、団体、企業 等）止水板設置状況写真



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：港区】

『避難施設等の整備、確保（避難路、避難所等）の取組』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

④避難施設等の整備、確保（避難路、避難所等）

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

港区、荒川区、墨田区、台東区、江東区、瑞穂町

ビジュアルイメージ
（図表等）

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

取組概要

災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第49条の4第1
項及び第49条の7第1項の規定に基づき、指定緊急避難
場所及び指定避難所を指定しています。

取組内容の工夫点・課題・留意点

取組による効果

災害の危険が切迫した場合における居住者等（避難のた
めの立退きを行った居住者、滞在者その他の者を含
む。）の安全な避難先を確保できる。

関係者（機関、団体、企業 等）

避難所設置状況



■対策事例

『避難確保計画作成支援DVD及び手引き作成の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

荒川下流河川事務所、東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区、
武蔵野市、青梅市、清瀬市、東久留米市

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

• 避難確保計画作成を支援するＤＶＤ及び手引きを作成（荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会）

• 避難確保計画作成講習会を実施（板橋区、江戸川区）

• 避難確保計画作成の手引き及び雛形を作成（江戸川区）

避難確保計画作成講習会（板橋区）

避難確保計画の雛形（江戸川区）

避難確保計画作成支援ＤＶＤを作成
（荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会）

ＤＶＤ

第６回 荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会より作成

【荒川水系流域治水プロジェクト：

荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会】



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会】

『荒川下流タイムラインの策定・運用の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

②タイムラインの策定・運用 ※別紙「各対策のバーチャート」における分類

• 荒川下流タイムライン（拡大試行版）を運用し、専門部会において見直しを実施
（荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会）

荒川下流タイムライン（拡大試行版）の運用状況

台風第１９号
経路図

荒川下流タイムライン（拡大試行版）のイメージ

第６回 荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会より作成

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等
荒川下流河川事務所、東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区



■対策事例

『（小中学校を含む）防災教育の推進の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及 ※別紙「各対策のバーチャート」における分類

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

荒川下流河川事務所、東京都、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、杉並区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、
江戸川区

・関係機関合同の防災教育を実施（荒川下流河川事務所、東京都、北区）
・小・中学校において防災講話（水害対策含む）を実施（墨田区）
・モデル校にて大規模水害についての防災学習を実施（江戸川区）

自然災害体験車による防災教育
（荒川下流河川事務所、東京都、北区）

大規模水害に関する防災学習
（江戸川区）

【荒川水系流域治水プロジェクト：

荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会】



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：荒川下流河川事務所】

『オンライン学習支援プログラムの取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及 ※別紙「各対策のバーチャート」における分類

・荒川知水資料館の学習支援では、防災教育やSDGsの目標達成に貢献する学習を
進めており、web会議ツールを使用したオンライン学習も実施。

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

荒川下流河川事務所

感染症拡大防止により教育現場において新しい学習のかたちが模索され、オンライン活用が始まっている中、荒川知水資料

館における学習支援においても、２０２０年度からオンライン学習支援プログラムを試行的に開始し、本年度は9件のオンライン

による学習支援を行っている。次年度はプログラムの１つとして本格的に実施予定。

オンライン学習の様子（荒川知水資料館） オンライン学習の様子（小学校）



■対策事例

『排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓練の実施の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

④排水計画作成及び訓練の実施 ※別紙「各対策のバーチャート」における分類

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

荒川下流河川事務所、東京都、千代田区、中央区、台東区、江戸川区

国土交通省や自治体の職員、協定会社を対象とした機器操作訓練を実施（荒川下流河川事務所）
排水ポンプ車や排水施設の増強、稼働時間の延長などを各管理者に要請（江戸川区）

機器操作訓練の実施（荒川下流河川事務所）

【荒川水系流域治水プロジェクト：

荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会】



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：板橋区】

『災害に備えた家庭内の食料備蓄の推進』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

⑤災害に備えた家庭内の食料備蓄の推進 ※別紙「各対策のバーチャート」における分類

荒川水系流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている区市町等

板橋区、荒川下流河川事務所、台東区、墨田区、練馬区、江戸川区

・おうちで備えるキャンペーン（区内ショッピングセンターでの期間限定防災用品販売棚の設置）による意識啓発
・防災スナック（ローリングストック啓発のため、区内菓子メーカー、大学と連携したコラボ商品開発）
・災害用備蓄食料の期限が短くなったものを区民へ展開し、ローリングストック啓発

防災スナック

板橋区＋湖池屋
＋家政大学のコラ
ボによる限定ラベ
ルポテトチップス

※令和２年度はシェイク
アウト訓練参加表明者
に対しノベルティとして配
付

・お菓子からはじめることでローリング
ストックの敷居を下げ、間口を広げる

・栄養だけでなく、ほっとする時間も提供
することが出来る

・ラベルのＱＲから防災情報サイトへ

おうちで備える
キャンペーン

備蓄品特設売り場
（売り場イメージ）

備蓄情報展示
（イベントスペースイメージ）

災害備蓄食料

板橋区で災害用に備えてい
る、クラッカー、アルファ化米、
肉じゃが、筑前煮、梅がゆに
ついて、保存期限の兼ね合
いで更新となったものを区
民に安く払い下げ。

販売する備蓄食料はいずれ
も概ね１年程度の期限があ
り、「食べて消費」→「食べた

分を再度購入し備蓄」という
ローリングストックを実際に
経験してもらう



短期 中期 中長期

実施
主体

直ちに検討、
必要な対策を調整のうえ実施

短期的に検討、
必要な対策を調整のうえ実施

継続して検討、
必要な対策を調整のうえ実施

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(1)洪水氾濫対策

①堤防整備、護岸整備等 国都

②河道掘削 国都

③橋梁架替 国都

④調節池整備 都

⑤超過洪水対策 国

(2)内水氾濫対策

①下水道の雨水貯留施設の整備 都市町

②下水道の排水施設の整備 都市

(3)流域の雨水貯留機能の向上

①校庭貯留 都区市

②雨水貯留浸透施設の整備
（建物内の雨水貯留施設、住宅等における各戸貯留）

都区市

③透水性舗装 都区市

④一定規模以上の開発行為に対する雨水貯留・浸透施設の
設置義務づけ、指導

都区市町

⑤自然地の保全 都市

⑥グリーンインフラ整備（公園緑地の整備、施設の緑化等） 都区市

⑦道路下の雨水貯留浸透施設 市

2.被害対象を減少させるための対策
(1)水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

①高台まちづくりの推進 国都区

②住宅高床化 区

③庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進
（耐水化、電気設備の嵩上げ、止水板の設置）

区市

④避難施設等の整備、確保（避難路、避難所等） 区町

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
(1)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等 国都区市町

②タイムラインの策定・運用 国都区市

③防災教育や防災知識の普及 国都区市

④排水計画作成及び訓練の実施 国都区

⑤災害に備えた家庭内の食料備蓄の推進 国区

対策区分

■各対策のバーチャート　【荒川水系（東京ブロック）流域治水プロジェクト】


